
令和７年度海洋ごみ発生抑制啓発事業業務 

仕様書 

 

１ 業務の名称 

  令和７年度海洋ごみ発生抑制啓発事業業務 

 

２ 業務の目的 

本県実施の海岸漂着ごみ組成調査によると、内陸部で排出された生活系ごみ（ペ

ットボトル・食品容器等）が河川を通じて漂着したものが多くみられる。こうした

現状から、内陸部を含めた県全域で、広く県民に向け、海岸漂着ごみの発生抑制の

ための啓発を行う必要がある。 

このため、本県では、小学校中学年以上を対象とした環境学習プログラムとして、

海岸での漂着物ビンゴゲーム「海岸には何があるかな？探してみよう！」、また一般

県民（中学生以上）向けとして「漂着物でモビールづくり」を作成し、啓発を行っ

ている。 

本業務では、これらの環境学習プログラムを活用してモデル的な環境学習を実施

することにより、県民の海岸漂着ごみ発生抑制に向けた行動につなげることを目的

とする。 

 

３ 業務の内容 

（１）業務実施計画の立案 

業務の目的を踏まえて、本業務の実施方法などの企画・業務内容、業務スケジ

ュール、組織・連絡体制等を記載した業務実施計画書を作成し、速やかに県へ提

出すること。 

 

（２）海岸版愛知県海岸漂着物環境学習プログラム（別紙）を活用した海岸漂着物セ

ミナーの実施 

   海岸版愛知県海岸漂着物環境学習プログラムを活用し、海岸漂着物を使ってビ

ンゴゲームを行うとともに、振り返りのセミナーを開催することで、楽しく海岸

漂着物の現状や対策を学ぶバスツアーを実施する。 

  ア 日時 

    秋の海ごみゼロウィーク期間中の土日祝のうち１日 

  イ 場所 

    県と協議の上、受託者が選定する三河地域の海岸及びセミナー用屋内施設 

    ウ 対象 

    主に小学校３年生以上の親子（概ね 40人） 

  ウ 委託内容 

（ア）企画運営 

 



（イ）募集に関する広報 

・募集用チラシ（Ａ４サイズ両面印刷、4,000枚以上）を作成し、県に納品 

すること。 

（ウ）参加者への対応 

・メール等で応募を受け付けること。 

・参加申込の受付及び集計を行うこと。 

・参加者へ案内状を送付すること。 

・参加者への連絡及び問い合わせに対応すること。 

・アンケートの実施、集計を行うこと。 

・参加者がケガをした場合に補償が受けられる保険に加入すること。 

（エ）セミナー用屋内施設手配業務 

・参加者を効果的に惹きつけるセミナー用屋内施設を選定すること。 

・セミナー用屋内施設の会場借り上げを行うこと。 

・セミナー用屋内施設が入館料を伴う場合は、参加者及び職員の入館料を支

払うこと。 

（オ）開催準備業務 

・関係市町村、海岸管理者との調整を行うとともに、申請書が必要な場合は、 

申請書類等を作成すること。 

・海岸及びセミナー用屋内施設の下見を行い、会場管理者との事前調整を行

うこと。 

・必要な資機材等の調達及び資料・資材の作成を行うこと。 

・タイムスケジュール及び運営マニュアルを作成すること。 

・雨天により海岸で愛知県海岸漂着物環境学習プログラムが実施できない場

合に備え、漂着物モビール等の手配を講じること。 

・会場の設営を行うこと。 

（カ）開催当日業務 

・参加者及び職員が乗車するバスを手配し、参加者の集合場所（駅等）、海岸

及びセミナー用屋内施設間を運行すること。 

・参加者の集合場所で当日受付を行うこと。 

・バスに同乗し参加者に説明を行うこと。 

・上記の日時及び場所において海岸版愛知県海岸漂着物環境学習プログラム

を活用した環境学習を実施すること。 

・バスツアー全体における参加者の引率及び案内を行うこと。 

（キ）上記のほか、業務の実施に必要な業務を行うこと。 

 

４ 業務実績報告書等の提出 

  業務完了後、すみやかに業務実績報告書を作成し、Ａ４版報告書２部及び報告書

の内容を記録した電磁的記録媒体２部を提出すること。 



５ 委託業務の実施期間 

  契約締結の日から令和８年３月 13日（金）まで 

 

６ 留意事項 

（１） 受託者は、委託業務の開始から終了までの間、業務内容全般を常に把握して

いる専任の担当者を置き、業務の円滑な実施のために、定期的に県と連絡調整を

行うこと。 

（２） 原則、受託者からの提案に沿って、本県との打ち合わせや協議を密に行い業

務を実施すること。また、必要に応じて、有識者及び関係者等との連携やヒアリ

ング、データ収集等を行った上で、必要な作業を実施すること。 

（３） 県が貸与するもの以外、本業務を行うにあたり必要な資料は、原則として受

託者が用意するものとする。 

（４） この仕様書に特に記載のあるものを除き、委託業務を遂行する上で必要とな

る一切の経費は、原則として受託事業者が負担すること。 

（５） 著作権をはじめ、本業務の成果品における一切の権利は、県に帰属すること。 

（６） 委託業務に当たり使用する図表やデータ、画像等の著作権・使用権等の権利

については、受託者において、使用許可等を得ること。なお、これらを怠ったこ

とにより著作権等の権利を侵害したときは、受託者は、その一切の責任を負うこ

と。 

（７） 受託者は、本業務の遂行に当たり知り得た情報を、県の許可無く他に漏らし

てはならない（契約終了後も同様とする）。 

（８） 受託者、本業務の実施に当たり、県から別途指示があった場合は、可能な限

り対応すること。 

（９） この仕様書に定めのない事項については、必要に応じて県と受託者とが協議

して決めるものとする。 





別紙２別紙
























